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に該当しない限り、特定商取引法の適用がある (特商法 59 条)。また、実
際の被害事案では、電話で契約済みであると偽って申込みを受けていない
商品を送付することから、特定商取引法の電話勧誘販売に該当することが
多い (特商法 2 条 3 項)
(2)
。高齢者に対して脅迫的に健康食品を送り付けて
いた事業者に対して、2013 年以降現在までに 4 件の業務停止命令が出さ
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註( 1 ) 健康食品の送りつけ商法に関する消費生活相談件数は、2004 年度から
2011 年度にかけて、1500 件から 2800 件前後で推移していたが、2012 年度
には 15,599 件、2013 年度には 30,312 件と急増した。2013 年度では、相談者
が 65 歳以上である件数が 26,535 件 (87.5%) を占め、被害が高齢者に集中
していることが分かる (消費者庁『平成 26 年度版消費者白書』173 頁、図
4-3-10)。また、国民生活センター「健康食品の送りつけ商法に新たな手口
――現金書留封筒を同封して送りつけ、脅迫めいた口調で支払いを迫る」
平成 25 年 9 月 30 日報道発表。
( 2 ) 注文していない商品の送付後に、電話で勧誘をすすめられて代金を支払っ
たり、契約を締結したりした場合には、電話勧誘販売に該当する。なお、齋
藤雅弘=池本誠司=石戸谷豊『特定商取引法ハンドブック 第 5 版』日本評
論社 (2014 年 2 月) 656 頁参照。
( 3 ) 4 件の行政処分は次の通りである。㈱かなめ堂に対する 6ヶ月間の業務停
止命令 (2013 年 2 月 26 日)、㈱健洋堂に対する 6ヶ月間の業務停止命令と業
務改善指示 (2013 年 7 月 4 日)、㈱健美食品に対する 6ヶ月間の業務停止命
令、㈱ケア食品・㈱日本ヘルスケアに対する 3ヶ月間の業務停止命令 (2013
年 8 月 27 日)、㈱メディカルライフに対する 6ヶ月間の業務停止命令。いず
れも、消費者が注文していない健康食品について注文を受けているとして送
付したことを、消費者の判断に影響を及ぼす重要なものについての不実告知
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引渡し債務に関しては「善管注意義務」(民法 400 条) を、無償で財産を
預かった場合の寄託物の保管に関しては「自己のためにすると同一の注意
















(3) 特定商取引法 59 条と「返還請求できない」の意味
商品が一方的に送付された場合、送付を受けた者はその返還をする義務















還を請求できないと規定する (特商法 59 条 1 項)。なお、この規定は、商
品の送付を受けた者にとって商行為となる売買契約には適用されない (特
商法 59 条 2 項)。



















実務 第 3 版』民事法研究会 (2014 年 3 月) 781 頁)。
( 5 ) 送りつけ商法では、その送付方法として代金引換郵便が利用される場合が
ある。この場合に郵送業者に対して代金名目の金銭を支払ったとしても、そ
れは商品の確認をしないままに請求された金銭を支払ったに過ぎず、契約が
成立することはない (同趣旨、齋藤ほか・前掲 (2) 書 656 頁)。
( 6 ) 最近では、高齢者に「注文を受けた」と電話などで脅迫的に言って、契約
を締結させる被害事案も多い。これらの事案は、刑法の詐欺や脅迫が問題と
なるのであって、民事上も契約が成立する余地はもちろんない。
( 7 ) 最判昭和 33 年 6 月 20 日民集 12 巻 10 号 1585 頁。民法 176 条の理論的検
討状況については、舟橋諄一=徳本鎮編『新版注釈民法 (6)』有斐閣 (2009
年 9 月) 225 頁以下。




( 9 ) 同趣旨の記述として、消費者庁取引対策課、経済産業省商務流通保安グ
ループ消費経済企画室編『平成 24 年版 特定商取引に関する法律の解説』商
事法務 (2014 年 3 月) 411 頁、圓山・前掲 (4) 書 780 頁、齋藤ほか・前掲
(2) 書 656 頁。
(10) 消費者が故意に処分した場合でない限り、保管義務違反を問われないと解
すべきとする見解も同様の考え方にたつものと思われる (齋藤ほか・前掲
(2) 書 656 頁)。
(11) 商品の引き取りの請求日とは、引き取りの請求が事業者に到達した日であ
ると解される。

















場合に限られており (民法第 192 条 (即時取得)、第 195 条 (占有による








所有権には「使用、収益、処分」という権能がある (民法 206 条)。
所有者は、たとえその商品を占有していなくても、それを第三者に売却
するなどして処分することができる。対抗要件としての引渡しも、指図に






































































































(13) 消費者庁=経済産業省・前掲 (8) 書 413 頁
(14) 以下の記述は、山田幸二「不法原因給付」『民法講座 6 事務管理・不当
利得・不法行為』有斐閣 (1985 年 9 月) を参考にしている。
(15) 山田幸二・前掲 (14) 論文 110 頁以下。また、その主要な提唱者として、
我妻栄『債権各論 (下)―(1)』岩波書店 1757 頁。






46 年 10 月 28 日 (民集 25 巻 7 号 1069 頁) では、「既登記の建物については





(19) 田山輝明「所有物返還請求権と民法 708 条」別冊ジュリスト 196 号 (有斐
閣) 155 頁






































めるとの提案もなされている (齋藤ほか・前掲 (2) 書 657 頁)。特定商取引
法の規制取引の一類型として、送りつけ商法を規律するとの視点は重要であ
ると私も考えている。
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